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２０２０年９月議会一般質問 

 

 

問 金ケ崎高校の入学者数が減少してい

る。来年度からの町総合計画にその発展

を位置づけるべきと考えるが如何か 

。 

 

 

町長 町内唯一の高校であり、子どもた

ちの育成及び町にとって必要不可欠な教

育機関なので前向きに取り組む。金高を含

め未来を担う子どもたちの育成につなが

るよう検討し来年度以降取り組んで行く。 

 

問 昨年度の卒業生８６人のうち４年生

大学進学者数が７７人（国公立大１７人

含む）で、大学進学に大きな実績を上げ

ている。生徒会の活動などを含め町の広

報に掲載し町民周知を図るべきである。 

町長 町民により関心を持ってもらえる

よう、特集を企画するなど金高の取り組

みを掲載していく。 

 

 

 

 

問 大学進学の実績があり、評価もされ

ている。しかし、それだけでは全体的な

生徒数減少もあり入学者数の減少が続く

と予想される。町として、住民の意見を

まとめて県教委に専門学科（又はコース）

設置等を提言すべきでないか。 

教育長 金高の方針を尊重しつつ学科新

設設置への要望も視野に入れ、関係諸団体

と検討したいと考えている。 

 

 

 

 

 

 

 

〔県立金ケ崎高校の全景 HPより〕 

 

問 コロナ禍で町内学校休業の場合、保

育園や認定こども園の対応はどうなるか。 

教育長 保護者が働いており、家に一人

でいることができない年齢の子どもが利

用しているので、原則として開所になる。

ただし、園児や職員が罹患した場合は、

臨時休園や登園自粛要請等の措置をとる。 

 

問 コロナ禍で町内学校休業の場合、学

童保育所の対応はどうなるか。 

町長 緊急事態措置の指定区域とされて

いない場合は、運営主体の町社会福祉協

議会に原則開所を要請している。指定区

域とされた場合でも、県から使用制限の

要請がない場合は、規模を縮小しての開

所となる。利用児童や職員が感染した場

合は、原則として臨時休所にする。 

 
 

問 第８期介護保険事業計画策定委員会

が発足し、２０２１年度～２３年度の介

護保険事業の計画について議論が始まっ

た。基金２億３７００万円を活用し保険

料を据え置き、特養ホームを増設すべき

と考えるが如何か。 

町長 保険料は、計画策定委員会で、計 

画期間中に必要な各介護サービス見込量

の議論を行い、その結果を踏まえ、算出

する予定である。「特養ホーム増設」は、

同策定委員会において意見を求め、慎重

に検討する。 

 

問 介護職員確保独自策は来年度以降も 

継続し充実すべきと考えるが如何か。 

町長 昨年１１月に実施した「介護保険

サービス町内８事業者アンケート」の結

果、従業員過不足状況について、５事業

所から「やや不足」、２事業所から「不足」

との回答があった。平成３０年度の制度

創設以降２３人の方が就職した。来年度

以降も継続すべきと考えている。また、複数

事業所から非正規から正規になる際も助

成対象を求める意見があり、計画策定委

員会の議論を踏まえ検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一般質問は裏面に続く） 

〔金ケ崎町介護職員就職支援助成金〕 

（１）町内介護サービス事業所への就労時に

支度金１０万円を交付。（新卒者の場合及び他市

町村からの転入者にはそれぞれ別途３万円の

加算） 

（２）学校又は養成施設で修学することを目

的に借り入れた奨学金の返還の債務が残って

いる方に対し、その返還額の一部又は全部に

ついて、年額１４万４０００円を上限に最長６０

か月補助。 

 

〔町若年者移住定住促進家賃補助金〕 

町外居住の若年者（３５歳未満）が金ケ崎町

に転入し、町内の事業所に正社員として勤務し

ている場合、民間住宅の賃借に要する費用の一

部を最大３６か月補助。上限月１万５０００円 

   

金高の今年度在籍数（金高 HP より） 

１年生３０人、２年生５３人、３年生７１人 

※入学募集定員は８０人 

 

最近の４年生大学進学状況（HP より） 

令和元年度  国公立１７人 私立９５人 

平成３０年度 国公立２１人 私立８８人 

平成２９年度 国公立２３人 私立 114 人 

金高の保護者・生徒の学校への評価 

（HP に公開されているアンケート結果） 

保護者「お子様を入学させて良かったか」 

    そう思う３３％、だいたいそう思う４８％ 

生徒 「入学して良かったか」 

    そう思う３４％、だいたいそう思う５０％ 

保護者・生徒とも「満足」が８０％以上である。 
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問 コロナ禍、消費税増税、天候不順な

どで国保世帯の家計は困難を増している。

町の国保基金は３億２１１２万円（一世

帯当り平均約１７万円）あり、これを活

用すれば大幅な引き下げ可能である。年

額一世帯１万円の引下げを。 

町長 仮に、令和３年度に基金活用し一

世帯１万円引き下げた場合、数年間で基

金残高に不足が生じる。安定的な財政運

営をするために基金を確保すべきと考え

る。 

 

問 来年度から子育て支援として１８歳

以下子どもの均等割を減免できないか。 

 

 

 

 

町長 昨年度の国保制度改善強化全国大

会でも国に要望しており、課題のある制

度と認識している。財政的な不安要素が

ある中で、新たな財源確保は困難である。 

県内の統一的な国保運営について、協

議・検討を進めている中で町独自で判断

し進めるべきでないと思う。国に要望を

続けて行く。 

 

 

問 国は、前年度の合計所得が１０００

万円以下の世帯がコロナ禍で前年度比３

０％以上収入減少見込みの場合、今年度

の国保を減免する。減免割合は、昨年度

の合計所得金額に応じて１００％～２

０％になっている。コロナ禍による減免

申請は８月末現在で何世帯か。 

町長 ８月末時点で１３世帯からの減免

申請を受理している。 

 

問 国会審議で加藤厚労大臣による「コ

ロナ禍による減免が、結果として所得が

昨年比３０％以上減にならなかった場合

は、返還を求めない」との答弁を踏まえ

て柔軟に対応すべきと考えるが如何か。 

町長 年間の収入等が前年比３０％以上

の減少を見込まれるなどの要件を満たし

減免対象になった場合は、結果的に年間

の収入等が申請した時点での見込よりも

増となっても、決定した減免額に変わり

はなく、国の財政支援の対象となる。 

コロナ禍で大幅減収した国保世帯は 

町税務課に相談・申請を。 

 

昨年度の決算審査より 

 
問 本町の就学援助を受けている児童生

徒数が少ない。制度周知が不充分ではな

いか。昨年度の申込人数及び未支給決定

人数はいくらか。支給対象拡大のため、

所得基準を北上市並に生活保護の 1.4 以

下に引上げてはどうか。 

教育次長 制度周知に努力する。昨年度

は７９人から申請があり、１３人（８世

帯）が所得基準以上なので未支給となっ

た。所得基準は今年度から生活保護の 1.2

倍以下から 1.3倍以下に引上げたが、更に

近隣市の動向を見て検討していきたい。 

 

 

 

 

 

国への意見書提出の請願 

 

賛成１４、反対１ 

 ９月１４日の本会議は、阿部隆一議員

が紹介議員となり、「３０人学級を実現す

る会」から提出された「安全・安心で、

ゆきとどいた教育実現につながる少人数

の実現を求める請願」を賛成多数で採択、

国への意見書も採択した。 

反対は平志乃議員（幸福実現党）。 

 

 

賛成３、反対１２ 
 ９月１４日の本会議は、阿部隆一議員

と千葉良作議員が紹介議員となり、「消費

税廃止胆江地区各界連絡会（亀梨恒男会

長）」から提出された「緊急経済対策とし

て『消費税率５％への引き下げを求める

意見書』の提出を求める請願」を賛成少

数で不採択にした。 

阿部隆一議員と千葉良作議員が賛成討

論、高橋藤宗議員（無所属）が反対討論

した。 

 賛成は、阿部隆一議員、千葉良作議員

（無所属）、後藤紳一議員（無所属）の３

人である。 

 

〔町国保税 ０～１８歳の均等割額〕 

一人当り年額２万６０００円 

※県内では宮古市が昨年度から全額免除 

共産党の国会議員に対する答弁 

これは、６月１６日の参議院厚生労

働委員会での共産党の倉林明子議員

（京都）の質問に対する加藤厚労大臣

の答弁。 

今年度から対象世帯の所得基準引上げ 

昨年６月議会での「所得基準引上げ」

との阿部隆一議員の一般質問に対して教

育長は「調査・研究する」と答弁してい

た。 

https://www.jcp.or.jp/web_download/2009-1536.pdf

